










【要約】

 栃木県は子育て環境作り推進の一環として、平成 8 年度の予算で自治医科大学附属病院

と独協医科大学附属病院に総合周産期母子医療センターを設立することになり、総額

849,961 千円の補助を行った。その結果、自治医科大学は平成 8 年 9 月 1 日から、独協医

科大学は平成 9年 1月 1日からセンターの業務を開姶し、現在両施設とも極めて順調に運

用されている。

 平成 9 年 3 月に開催される第 2 回栃木県周産期医療協議会では、県内の主として一次施

設から高次施設への搬送システム(連絡方法を含む)の構築と県内共通の母体搬送連絡書と

新生児入院連絡書(院外出生児用と院内出生児用)の作成を行う。

  これから県内(地域)の母体搬送や新生児搬送を円滑に実施するためには、一次から二次、

三次への搬送、あるいは三次から二次、二次から一次への逆搬送システムの構築が重要な

課題となる。

 この度新しく認められた母体・胎児集中治療管理床もおおむね順調に稼動しているが、

運用に際して、いくつか問題点も指摘されているので、検討を加えた。


